
　　　　　　　連結計算書類の連結注記表

　　　　　　　計算書類の個別注記表

サントリー食品インターナショナル株式会社

　　　　　　　　　法令及び当社定款の規定に基づき、インターネット上の当社ホームページ

　　　　　　　　　（http://www.suntory.co.jp/softdrink/ir/stock/meeting.html）に掲載

　　　　　　　　　することにより、株主の皆様に提供しているものであります。

第５回定時株主総会招集ご通知に関しての

インターネット開示事項



１１１１．．．．連結計算書類連結計算書類連結計算書類連結計算書類のののの作成作成作成作成のためののためののためののための基本基本基本基本となるとなるとなるとなる重要重要重要重要なななな事項事項事項事項

(１)　連結の範囲に関する事項

① 連結子会社はサントリーフーズ㈱他82社で、主要な会社はサントリープロダクツ㈱、サントリービバレッジサー

ビス㈱、Orangina Schweppes Holding B.V.、Suntory Beverage & Food Asia Pte. Ltd.、Cerebos Pacific 

Limited、FRUCOR BEVERAGES LIMITED、Pepsi Bottling Ventures LLC　です。

なお、連結計算書類に及ぼす重要性が増したため、㈱サンベンドを当連結会計年度より連結子会社に含め、株式の

新規取得等により、Lucozade Ribena Suntory Limited、PEPSICO INTERNATIONAL - VIETNAM COMPANY等を当連結会

計年度より連結子会社に含めています。また、北海道ペプシコーラ販売㈱、東北ペプシコーラ販売㈱、中部ペプシ

コーラ販売㈱、近畿中四国ペプシコーラ販売㈱及び南九州ペプシコーラ販売㈱は、日本ペプシコーラ販売㈱（現、

サントリービバレッジサービス㈱）と合併したため、連結の範囲から除外しています。

② 主要な非連結子会社は㈱九州サンベンドです。

非連結子会社は連結総資産、連結売上高、連結当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響がいずれも軽微であり、

かつ全体としても、連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しています。

(２)　持分法の適用に関する事項

① 持分法適用の非連結子会社はありません。持分法適用の関連会社は８社で、主要な会社はTIPCO F&B CO., LTD.

です。

② 持分法を適用していない非連結子会社（㈱九州サンベンド他）及び関連会社（関東フーズサービス㈱他）は連結

当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響がいずれも軽微でありかつ全体としても、連結計算書類に重要な影響を

及ぼしていないため、これらに対する投資については持分法を適用せず原価法により評価しています。

(３)　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、すべて連結決算日と一致しています。

(４)　会計処理基準に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券

満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）

その他有価証券

時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主として移動平均法

により算定）

時価のないもの 主として移動平均法による原価法

デリバティブ 時価法

たな卸資産 主として総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

主として定額法を採用しています。なお、主な耐用年数は次のとおりです。

建物及び構築物 ５～50年

機械装置及び運搬具 ２～17年

工具、器具及び備品 ２～15年

無形固定資産（リース資産を除く）

主として定額法を採用しています。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間

（５年以内）に基づいています。

リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しています。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が2008年12月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

③ 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

当社及び一部の国内連結子会社は、主として債権の貸倒れによる損失に充てるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しています。在外連結子会社は主として特定の債権について回収不能見込額を計上しています。

賞与引当金

当社及び一部の連結子会社は、賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しています。

退職給付引当金

当社及び一部の連結子会社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上しています。過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（主に15年）による定額法により費用処理しています。数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主に15年）による定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしています。

役員退職慰労引当金

一部の国内連結子会社においては、役員の退職慰労金の支出に備えて、各社所定の基準に基づく連結会計年

度末要支給額を計上しています。

連連連連　　　　結結結結　　　　注注注注　　　　記記記記　　　　表表表表



④ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理していま

す。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期

中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めて計

上しています。

⑤ 重要なヘッジ会計の方法

主に繰延ヘッジ処理を採用しています。また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を充たしてい

る場合には振当処理を、金利スワップについて特例処理の条件を充たしている場合には特例処理を採用していま

す。

⑥ のれんの償却方法及び償却期間

主として20年の期間で均等償却しています。ただし、金額的重要性の乏しい場合には、発生年度に全額償却

しています。

⑦ 繰延資産の償却方法及び償却期間

株式交付費は株式交付のときから３年、開業費は５年の期間で均等償却しています。

⑧ その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっています。

連結納税制度の離脱

当社及び一部の国内連結子会社は、連結納税制度の適用要件を充たさなくなったため、サントリーホールデ

ィングス㈱を連結親法人とする連結納税グループから離脱しています。

２２２２．．．．連結貸借対照表等連結貸借対照表等連結貸借対照表等連結貸借対照表等にににに関関関関するするするする注記注記注記注記

(１) 担保資産

担保に供している資産

建物及び構築物 1,534百万円

土地 4,768百万円

計 6,302百万円

上記に対応する債務

長期借入金 1,687百万円

（１年内返済予定の長期借入金　937百万円を含みます）

(２)　有形固定資産の減価償却累計額 327,829百万円

３３３３．．．．連結株主資本等変動計算書連結株主資本等変動計算書連結株主資本等変動計算書連結株主資本等変動計算書にににに関関関関するするするする注記注記注記注記

(１)　当連結会計年度の末日における発行済株式の総数 普通株式 309,000,000株

(２)　当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決議 定時株主総会　2013年３月29日

株式の種類 普通株式

配当金の総額 12,915百万円

１株当たり配当額 29,896円50銭

基準日 2012年12月31日

効力発生日 2013年３月29日

(３)　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議（予定） 定時株主総会　2014年３月28日

株式の種類 普通株式

配当の原資 利益剰余金

配当金の総額 17,922百万円

１株当たり配当額 58円00銭

（上場記念特別配当５円を含みます）

基準日 2013年12月31日

効力発生日 2014年３月31日

４４４４．．．．金融商品金融商品金融商品金融商品にににに関関関関するするするする注記注記注記注記

(１)　金融商品の状況に関する事項

当社は、手許資金については安全性の高い金融資産にて運用しており、売買差益を獲得する目的や投機目的のため

の運用は行わない方針です。また、資金調達については、当社は、当社の親会社であるサントリーホールディングス

㈱が実施しているグループ会社貸付金制度による調達から、金融機関等からの借入・コマーシャルペーパーによる調

達等への切替えを順次進めています。当社は、金融機関等からの資金調達にあたり、市場の状況、金融機関等から提

示される調達コスト等の条件を勘案し調達する方針です。また、当社の国内連結子会社は、当社が実施するグループ

会社貸付金制度を通じた必要資金の調達又は手元資金の預入を実施しています。

海外連結子会社においては、手許資金については安全性の高い金融資産にて運用しており、売買差益を獲得する目

的や投機目的のための運用は行わない方針です。資金調達については、当社又は金融機関からの借入によって市場の

状況等を勘案し調達する方針です。

また、受取手形及び売掛金等に係る顧客の信用リスクは、取引先別のモニタリングによりリスク低減を図っていま

す。投資有価証券は、主に関係会社及び取引先企業の株式であり、公正な評価額の変動リスクに晒されていますが、

定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しています。支払手形及び買掛金等に係る流動性リスクに対しては、財務

担当部署が適時に資金計画に基づく資金管理を行っています。

デリバティブ取引は、外貨建取引に係る為替変動リスクをヘッジするため為替予約取引及び通貨オプション取引を

、金利変動リスクをヘッジするため金利スワップ取引を行っていますが、これらのデリバティブ取引は、当社の運用

基準に従い、実需に伴う取引を行い、売買益を目的とした投機的な取引は行わない方針です。



(２)　金融商品の時価等に関する事項

当連結会計年度末における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれていません（（注２）参照）。

資産

  (１)　現金及び預金

  (２)　受取手形及び売掛金

  (３)　投資有価証券

資産計

負債

  (１)　支払手形及び買掛金

  (２)　電子記録債務

  (３)　短期借入金

  (４)　コマーシャル・ペーパー

  (５)　未払消費税等

  (６)　未払法人税等

  (７)　未払金

  (８)　未払費用

  (９)　長期借入金

負債計

デリバティブ取引（※2）

(※1) 負債に計上されているものについては、（　）で示しています。

(※2) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項

目については（　）で表示しています。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(１)　現金及び預金、(２)　受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっていま

す。

(３)　投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっています。

負債

(１)　支払手形及び買掛金、(２)　電子記録債務、(３)　短期借入金、(４)　コマーシャル・ペーパー、

(５)　未払消費税等、(６)　未払法人税等、(７)　未払金、(８)　未払費用

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています

。ただし、(３) 短期借入金のうち１年以内返済予定の長期借入金は、元利金の合計額を当該借入金の残余

期間及び、当社及び連結子会社の信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しています。

なお、変動金利によるものは市場金利を反映しており、また、当社及び連結子会社の信用状態は実行後大き

く異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっていま

す。

(９)　長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を当該借入金の残余期間及び、当社及び連結子会社の信用

リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しています。なお、変動金利によるものは市場金利

を反映しており、また、当社及び連結子会社の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳

簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっています。

デリバティブ取引

デリバティブ取引の時価については、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しています。た

だし、為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている債権債務と一体として処理されているた

め、その時価は当該債権債務の時価に含めて記載しています。

また、金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されて

いるため、その時価は当該長期借入金の時価に含めて記載しています。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

 投資有価証券

 　非上場株式（関係会社株式）

 　非上場株式（その他有価証券）

（※）これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「資

産　(３)　投資有価証券」には含めていません。

５５５５．．．．１１１１株当株当株当株当たりたりたりたり情報情報情報情報にににに関関関関するするするする注記注記注記注記

(１)　１株当たり純資産額 1,806円48銭

(２)　１株当たり当期純利益 118円79銭

（注）当社は、2013年４月16日付で普通株式１株につき500株の株式分割を行いましたが、当連結会計年度の期首に当

該株式分割が行われたと仮定して１株当たり当期純利益を算定しています。

(156,772)

(129,346)

(548,753)

(157,806)

(131,465)

(551,907)

(74,868)

(16,000)

(74,868)

－

－

3,153

(3,558) (3,558) －

(11,227)

－

(11,227) －

5,773

区分

(42,489) (42,489)

1,034

9,004

連結貸借対照表

計上額

（百万円）

(3,753) －

2,118

(16,000)

(3,753)

175,028

(99,794) (99,794)

－

－

175,028 －

(14,696) (14,696)

－

－

（百万円）(※1) （百万円）

連結貸借対照表

計上額

時価 差額

（百万円）(※1)

3,042 3,042

126,116 126,116

45,869 45,869 －



６６６６．．．．企業結合等関係企業結合等関係企業結合等関係企業結合等関係にににに関関関関するするするする注記注記注記注記

（取得による企業結合）

(１)　企業結合の概要

① 相手企業の名称及び取得した事業の内容

相手企業の名称 GlaxoSmithKline plc

取得した事業の内容 飲料事業

② 企業結合を行った主な理由

当該事業を取得することにより、英国飲料市場を中心とした高いシェアと歴史的・象徴的価値を持つブランド

と英国を主軸とした新たな事業基盤を獲得し、欧州全体での更なる販売拡大と、当社グループの企業価値の向上

を図るものです。また、全世界でGlaxoSmithKline plcが有するブランド販売権を引き継ぐことにより、新興国

等での新たな事業基盤の獲得と同地域での当社グループブランドの販売拡大を目指すものです。

③ 企業結合日

2013年12月31日

④ 企業結合の法的形式

現金を対価とする事業譲受

⑤ 結合後企業の名称

Lucozade Ribena Suntory Limited 他

(２)　連結計算書類に含まれている取得した事業の業績の期間

企業結合日（2013年12月31日）の貸借対照表を連結しています。

(３)　取得した事業の取得原価

220,098百万円（1,352百万英ポンド）

(４)　発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

① 発生したのれんの金額

9,481百万円

② 発生原因

取得原価が企業結合日の受入れ資産の時価合計を上回ったため、その差額をのれんとして認識していますが、

当連結会計年度末において入手可能な合理的情報に基づき暫定的に算定しています。

③ 償却方法及び償却期間

20年の期間での均等償却

(５)　企業結合日に受け入れた資産及び負債の額並びにその内訳

流動資産 8,585百万円

固定資産 202,836百万円

資産合計 211,422百万円

(６)　のれん以外の無形固定資産に配分された主要な種類別の内訳および金額ならびに加重平均償却期間

主要な種類別の内訳 金額 償却期間

商標権 178,104百万円 非償却

顧客関連資産 10,773百万円 24年

(７)　取得原価の配分

当連結会計年度末における取得原価の配分については、その時点で入手可能な合理的情報に基づき暫定的な会計

処理を行っています。

７７７７．．．．重要重要重要重要なななな後発事象後発事象後発事象後発事象にににに関関関関するするするする注記注記注記注記

該当事項はありません。

(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。



１１１１．．．．重要重要重要重要なななな会計方針会計方針会計方針会計方針にににに係係係係るるるる事項事項事項事項にににに関関関関するするするする注記注記注記注記

（１）資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

子会社株式及び関連会社株式移動平均法による原価法

その他有価証券    

　時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　時価のないもの 移動平均法による原価法

②　デリバティブ 時価法

③　たな卸資産 総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

（２）固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

定額法を採用しています。なお、主な耐用年数は次のとおりです。

建物 ５～50年

機械及び装置 ２～17年

②　無形固定資産

定額法を採用しています。なお、のれんは20年で均等償却し、自社利用のソフトウエアについては、社内における

利用可能期間（５年以内）に基づいています。

（３）引当金の計上基準

①　賞与引当金

賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しています。

②　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上していま

す。過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法により費用処

理しています。数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（15年）による定額法により按分した額をそれぞれの発生の翌事業年度から費用処理することとしています。

（４）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

①　ヘッジ会計の方法

主に繰延ヘッジ処理を採用しています。また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を充たしている場

合には振当処理を、金利スワップについて特例処理の要件を充たしている場合には特例処理を採用しています。

②　繰延資産の償却方法及び償却期間

株式交付費は、株式交付のときから３年の期間で均等償却しています。

③　消費税等の会計処理

税抜方式によっています。

④　連結納税制度の離脱

当社は、連結納税制度の適用要件を充たさなくなったため、サントリーホールディングス㈱を連結親法人とする連

結納税グループから離脱しています。

２２２２．．．．表示方法表示方法表示方法表示方法のののの変更変更変更変更にににに関関関関するするするする注記注記注記注記

損益計算書関係

従来、独立掲記していました「受取賃貸料」（当事業年度484百万円）、「受取補償金」（当事業年度272百万円）に

ついては、営業外収益の総額の100分の10以下であるため、営業外収益の「その他」に含めて表示しています。

３３３３．．．．貸借対照表等貸借対照表等貸借対照表等貸借対照表等にににに関関関関するするするする注記注記注記注記

（１）担保資産

担保に供している資産

建物 ６百万円

土地 4,768百万円

計 4,774百万円

上記に対応する債務

長期借入金 1,687百万円

（一年内返済予定の長期借入金937百万円を含みます）

（２）有形固定資産の減価償却累計額 8,858百万円

（３）保証債務

関係会社の借入金等に対する債務保証を次のとおり行っています。

Suntory Capital, Inc. 13,015百万円

サントリープロダクツ㈱ 6,017百万円

PT SUNTORY GARUDA BEVERAGE 5,836百万円

その他 2,261百万円

計 27,131百万円

個個個個　　　　別別別別　　　　注注注注　　　　記記記記　　　　表表表表



（４）関係会社に対する金銭債権・金銭債務

短期金銭債権 245,971百万円

長期金銭債権 30,460百万円

短期金銭債務 141,739百万円

長期金銭債務 ３百万円

４４４４．．．．損益計算書損益計算書損益計算書損益計算書にににに関関関関するするするする注記注記注記注記

関係会社との取引高

営業取引 売上高 349,410百万円

売上原価 49,933百万円

販売費及び一般管理費 26,500百万円

営業取引以外の取引 営業外収益 16,012百万円

営業外費用 1,911百万円

５５５５．．．．株主資本等変動計算書株主資本等変動計算書株主資本等変動計算書株主資本等変動計算書にににに関関関関するするするする注記注記注記注記

　当事業年度の末日における自己株式の数 該当事項はありません

６６６６．．．．税効果会計税効果会計税効果会計税効果会計にににに関関関関するするするする注記注記注記注記

（１）繰延税金資産の発生の主な原因

子会社投資等に係る一時差異 3,101百万円

未払金 1,041百万円

退職給付引当金 630百万円

賞与引当金 510百万円

未払事業税 298百万円

その他 30百万円

繰延税金資産小計 5,613百万円

評価性引当金 △379百万円

繰延税金資産合計 5,234百万円

（２）繰延税金負債の発生の主な原因

子会社投資等に係る一時差異 △18,046百万円

固定資産圧縮積立金 △524百万円

その他 △95百万円

繰延税金負債合計 △18,666百万円

繰延税金負債の純額 △13,432百万円

７７７７．．．．リースによりリースによりリースによりリースにより使用使用使用使用するするするする固定資産固定資産固定資産固定資産にににに関関関関するするするする注記注記注記注記（（（（貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表にににに計上計上計上計上したものをしたものをしたものをしたものを除除除除くくくく））））

（１）当事業年度の末日におけるリース物件の取得原価相当額 212百万円

（２）当事業年度の末日におけるリース物件の減価償却累計額相当額 155百万円

（３）当事業年度の末日におけるリース物件の未経過リース料相当額 61百万円

８８８８．．．．１１１１株当株当株当株当たりたりたりたり情報情報情報情報にににに関関関関するするするする注記注記注記注記

（１）１株当たり純資産額 1,591円27銭

（２）１株当たり当期純利益 97円91銭

（注）当社は、2013年４月16日付で普通株式１株につき500株の株式分割を行いましたが、当事業年度の期首に当該

株式分割が行われたと仮定して１株当たり当期純利益を算定しています。

９９９９．．．．関連当事者関連当事者関連当事者関連当事者とのとのとのとの取引取引取引取引にににに関関関関するするするする注記注記注記注記

利息の受取

（注２）

1,375   

その他

流動資産

338   

資金の貸付

（注２）

94,282   

短期貸付金 63,822   

長期貸付金 30,460   

受取配当金

（注７）

7,864   - -

子会社

Orangina Schweppes

Holding B.V.

直接所有

100%

配当金の受取

資金の貸付

役員の兼任

債務保証

（注６）

13,015   - -子会社

Suntory Capital,

Inc.

直接所有

100%

債務保証

増資の引受

（注５）

16,939   - -子会社

Suntory Beverage &

Food Asia Pte.Ltd.

直接所有

100%

アジア地域の統括

役員の兼任

委託加工料の

支払 （注４)

38,258   未払金 2,654   子会社

サントリー

プロダクツ㈱

直接所有

100%

製造業務の委託

役員の兼任

当社製品の販売

（注４）

349,410   売掛金 65,870   子会社 サントリーフーズ㈱

直接所有

100%

当社製品の販売

役員の兼任

原材料立替

払い（注３）

- 買掛金 60,861   

親会社の

子会社

サントリービジネス

エキスパート㈱

なし

間接業務の委託

役員の兼任

99,199   

一年内

返済予定の

長期借入金

29,010   

利息の支払

（注２）

1,867   - -

（百万円）

（注１） （注１）

親会社

サントリー

ホールディングス㈱

直接被所有

59.4%

サントリー

グループ持株会社

資金の借入

役員の兼任

資金の借入

（注２）

128,209   

短期借入金

属性 会社等の名称

議決権の所有

（被所有）割

合

関連当事者

との関係

取引の内容

取引金額

科目

期末残高

（百万円）



取引条件及び取引条件の決定方法等

（注１）取引金額には消費税等を含めていません。期末残高には消費税等を含めています。

（注２）資金の貸借は、グループ会社貸付金制度等によるものであり、適用金利については、市場金利を勘案して決

定しています。なお、取引金額については期末残高を記載しています。

（注３）外部の取引業者等に対する立替払いをサントリービジネスエキスパート㈱が実施したものであり、兄弟会社

との直接的な取引ではないため、取引金額の記載を省略しています。

（注４）価格その他の取引条件は、市場価格の実勢を勘案し、交渉の上で決定しています。

（注５）増資の引受は、子会社が行った増資を全額引き受けたものです。

（注６）子会社の借入金債務について、債務保証を行っています。なお、年率0.1％の保証料を受領しています。

（注７）配当金については、子会社の当期純利益から必要投資額等を控除した金額をベースに協議の上、決定してい

ます。

10．10．10．10．重要重要重要重要なななな後発事象後発事象後発事象後発事象にににに関関関関するするするする注記注記注記注記

該当事項はありません。

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。

利息の受取

（注２）

19   

その他

流動資産

19   

資金の貸付

（注２）

101,761   短期貸付金 101,761   

増資の引受

（注５）

120,580   - -

子会社

Lucozade Ribena

Suntory Limited

直接所有

100%

資金の貸付

取引の内容

取引金額

科目

期末残高

（百万円） （百万円）

（注１） （注１）

属性 会社等の名称

議決権の所有

（被所有）割

合

関連当事者

との関係


